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問合せ先 福利厚生課経理担当�  03-5320-6822

令和5年度予算・事業のあらまし

令和5年度の実施事業およびその予算を 
ご報告します

短期給付事業
組合員とその被扶養者が病気・負傷・休業・出産・死亡したときなどに給付を行っています。

収入総額は619 億 319 万円を見込んでおり、支部での各種給付に充てられるとともに、公立共済本部において
高齢者医療制度や福祉事業の財源等の資金となります。また、介護保険にかかる納付金は、社会保険診療報酬支払
基金へ納付されます。

長期給付事業
組合員が退職・死亡したときなどに年金の給付を行っています。

収入総額は1,337 億 5,985 万円を見込んでおり、全額公立共済本部へ送金され、厚生年金、退職等年金などと
して積み立てられます。

保健事業
組合員とその被扶養者を対象に、特定健診や人間ドックなどの健康保持増進やリフレッシュなど各種事業を行っています。

事業費の総額は14億7,777万円の見込みです。　※保健事業の内容はP14 ～ 15参照

貸付事業
組合員が住宅、教育、結婚等で臨時に資金を必要とする場合に、融資を行います。
　財源は長期財源などからの借入金（公立共済本部からの送金）で、総額は5億8,060万円の見込みです。

支部運営審議会の報告

令和4年度第2回 ·第3回公立学校
共済組合東京支部運営審議会について

支部運営審議会とは、支部の所掌する事務のうち、毎年度の事業計画および
予算決算や、支部の実施する事業に関する重要事項を審議する場です。
令和4年度の第2回および第3回公立学校共済組合東京支部運営審議会は
10月と12月にそれぞれ開催され、以下の事項について承認されました。

■ 第2回支部運営審議会　10月26日（水）から同月28日（金）まで
⃝�審議事項　令和4年度公立学校共済組合東京支部変更事業計画 
（「東京都パートナーシップ宣誓制度」運用開始に伴う公立学校共済組合東京支部における対応方針等について）
本審議会での承認の結果、令和4年11月1日から一部の福祉事業について、組合員のパートナーシップ関係の 
相手方の参加が可能となりました。

■ 第3回支部運営審議会　12月12日（月）から同月16日（金）まで
⃝審議事項　令和4年度公立学校共済組合東京支部変更事業計画および変更予算（業務・保健・貸付各経理）
⃝�報告事項　新規採用教員向け住宅探し支援事業について 

東京都に任用される新規採用教員に対し、住宅情報や特典の情報を案内する事業の概要について報告しました。
（令和5年2月開始予定）

問合せ先 福利厚生課管理担当�  03-5320-6812
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